
平成22年度 事業計画
平成22年4月１日～平成23年3月31日

財団法人 井上育英会

金利低下による収入減対応策としては、昨年度と同じく積立金を取り崩すこととし、

桜菱会員を主たる対象とした育英醵金活動を一層強化して、おおむね従前通りの方針

のもと下記事業を実施する。

（１）貸 費

９大学を対象として育英事業の充実を目指す。

本年度の新規貸費生は１５名を目標とする。

貸費月額は、最高３５，０００円とする。

（２）貸費学生の募集

優秀な学生の推薦を得るため、卒業生が協力して大学当局を訪問し、コミュ

ニケーションを強化する。

、 、 。ホームページを充実させて 当会の特色・利点をＰＲし 募集活動に資する

（３）学生指導

学生指導のため、新規採用学生を含め一泊旅行、スキー講習会等を行い、理

事及び卒業生が行動を共にし相互啓発に努める。また、学生の自主的な企画

による活動も奨励する。

卒業祝賀行事には先輩も出席し、卒業生の前途を祝し、本会の理念の実現を

呼びかけ、会に対する帰属意識の涵養に努める。

また、前夜祭には全国の新規採用学生も参加させ、卒業生、在校生間の連帯

意識を高め、育英事業の目的達成を目指す。

（４）月例会

在京学生を集め、月１回の月例会を催し、桜菱会員を講師に招いて講話を行

うなどして相互啓発に努め、卒業後の進路等のアドバイスをする。

地方支部においても、同様の会合を適宜行う。

（５）育英資金の募金

桜菱会員を主たる対象とし、育英資金の募金を行い、会の基盤強化、事業の

発展に資する。

（６）新制度への対応

公益法人関連三法の施行（平成20年12月）に対応して、期間内の新公益法人

への移行をめざし、予算措置を講じるとともに準備作業を進める。

２２年度は、第一段階として桜菱会との特例民法法人同士の合併をめざす。



平成２２年度 収支予算書
平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

財団法人 井上育英会
H２２年度予算 H２１年度予算 増減 備考

Ⅰ 事業活動収支の部
１．事業活動収入
基本財運用収入 700 811,000 811,000 0
債 券 利 金 収 入 811,000 811,000 0

705 7,563,000 7,045,000 518,000
債 券 利 金 収 入 7,563,000 7,045,000 518,000
奨学資金積立金運用収入 710 5,252,500 4,020,500 1,232,000
預 金 利 息 収 入 500 500 0
債 券 利 金 収 入 5,252,000 4,020,000 1,232,000

715 1,500,000 1,500,000 0
配 当 金 1,500,000 1,500,000 0
貸費償還金収入 720 10,000,000 7,000,000 3,000,000
育英資金醵金収入 730 3,500,000 3,500,000 0
寄 付 金 収 入 735 0 0 0
事業活動収入計 28,626,500 23,876,500 4,750,000

２．事業活動支出
33,634,000 26,350,000 7,284,000

貸 費 支 出 18,400,000 18,600,000 △ 200,000
監 督 指 導 費 支 出 2,150,000 2,150,000 0
修 養 懇 談 費 支 出 3,650,000 3,650,000 0
学 生 選 考 費 支 出 100,000 600,000 △ 500,000
給 料 手 当 支 出 4,770,000 0 4,770,000
福 利 厚 生 費 支 出 530,000 0 530,000
旅 費 交 通 費 支 出 924,000 500,000 424,000
家 賃 共 益 費 支 出 3,010,000 0 3,010,000
新制度移行対策費支 0 750,000 △ 750,000
雑 費 支 出 100,000 100,000 0

9,368,200 18,702,200 △ 9,334,000
給 料 手 当 支 出 4,230,000 9,700,000 △ 5,470,000
福 利 厚 生 費 支 出 470,000 900,000 △ 430,000
交 通 費 支 出 376,000 550,000 △ 174,000
会 議 費 支 出 500,000 0 500,000
通 信 運 搬 費 支 出 600,000 600,000 0
備品消耗品費支出 150,000 150,000 0
図 書 印 刷 費 支 出 350,000 350,000 0
家 賃 共 益 費 支 出 1,290,000 4,300,000 △ 3,010,000
水 道 光 熱 費 支 出 350,000 350,000 0
保 険 料 支 出 2,200 2,200 0
新制度移行対策費支 750,000 0 750,000
雑 費 支 出 300,000 300,000 0
退 職 金 支 出 0 1,500,000 △ 1,500,000
事業活動支出計 43,002,200 45,052,200 △ 2,050,000
事業活動収支差額 △ 14,375,700 △ 21,175,700 6,800,000

Ⅱ 投資活動収支の部
１．投資活動収入

30,000,000 80,000,000 △ 50,000,000
20,000,000 20,000,000 0

0 1,500,000 △ 1,500,000
投資活動収入計 50,000,000 101,500,000 △ 51,500,000

２．投資活動支出
30,000,000 80,000,000 △ 50,000,000

什器備品取得支出 0 0 0
育英醵金等繰入支出 3,500,000 3,500,000 0
退職給与積金支出 405,000 655,000 △ 250,000
投資活動支出計 33,905,000 84,155,000 △ 50,250,000
投資活動収支差額 16,095,000 17,345,000 △ 1,250,000

Ⅲ 財務活動収支の部
１．財務活動収入
財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出
財務活動支出計 0 0 0
財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ 予備費支出 100,000 100,000 0
当期収支差額 1,619,300 △ 3,930,700 5,550,000
前期繰越収支差額 4,488,413 6,417,950 △ 1,929,537
次期繰越収支差額 6,107,713 2,487,250 3,620,463
借入金限度額 0円 （単位：円）

債務負担額 0円

奨学資金積立金取崩収入
退職給与積立金取崩収入

投資有価証券取得支出

（注）

科目

育英事業基金運用収入

育英事業基金（加島)運用収入

事 業 費 支 出

管 理 費 支 出

投資有価証券償還収入


